
2026年度 事業計画 

 

2026年度活動計画案（2026年 4月1日～2027年 3月31日） 

Ⅰ．基本方針 

1．児童虐待が重大な子どもの権利侵害であることに鑑み、活動に際しては子ども自身を権利の主体として

尊重し、子どもの最善の利益を最優先させること。 

 ２．児童虐待防止を社会意識として形成していくためには、青少年期からの予防的視点を育む教育的取り組

みが求められており、その拡充に努めること。 

 ３．電話相談、母親のグループケア等、子育てに悩む親と子どもへの直接的な支援を充実させること。 

 ４．行政機関や他のＮＰＯ等、民間団体とのパートナーシップの構築を促進させること。 

 ５．多領域の専門職の人々と共に学び合う場を提供するとともに、児童虐待防止のために活動する人材の育

成に努めること。 

 ６．一人でも多くの人たちに児童虐待についての理解と防止のための啓発に努めること等をめざす。 

 

1．「電話相談事業」 

１）電話相談｢子どもの虐待ホットライン｣事業（月～金11：00～16：00） 

   相談開始から35年を経過した「子どもの虐待ホットライン」ですが、2025年度の相談件数の急激

な減少に対し、その原因や相談内容の分析、検討を進めてまいります。現代の子育て世代の相談ニー

ズにフィットした対応ができているかを考え、設立当初の姿勢を大切にしつつも、現代の子育て状況

への理解を深め、「役に立つ」子育て支援、虐待予防相談をめざしていきます。 

また、安定した相談を維持できるよう2025年度に初めて実施した電話相談員養成講座を受講した

相談員を新たに迎えますが、民間団体での虐待予防相談のあり方について共有し、取り組む姿勢や相

談対応の基本的な部分を相談員全員で共有できるよう、引き続き研鑽してまいります。 

 

３） 「オレンジリボン・児童虐待防止推進キャンペーン」集中電話相談実施（11月） 

2026年度も集中電話相談を行います。2025年度の集中電話を振り返り、件数減少に伴って今まで 

の形を踏襲するだけではなく、取り組みの変更も検討しつつ、この期間に実施をしてまいります。 

 

３）ケースカンファレンス等継続研修の実施 

相談者の多様なニーズへの適切な対応をめざすとともに、社会のさまざまな影響が子育て状況に及  

ぶと考えられる中、ＳＶからの指導助言のもとでのケースカンファレンスや研修等のトレーニング 

 を継続していくことで、相談技術の向上、新しい情報・知識の獲得を目指し、スキルアップを図りま 

す。 

 

 



４）「電話相談員養成講座」について 

   2025年度に、初めての試みである「電話相談員養成講座」を実施しました。 

2026年度におきましては、引き続いての「電話相談員養成講座」は実施せず、１年休止したうえで、次 

 回の開催に向けて今回の講座を振り返り、目的や受講対象者、プログラム等を再検討してまいります。 

 

 

２．「地域支援事業」 

１） 市町村関係機関・団体等への講師・スーパーバイザー派遣 

市区町村を中心とする各地域関係機関やNPO等からの依頼に対して、研修・講演会等にニーズに沿った   

講師派遣を行います。また、ニーズが増しています市区町村へのスーパーバイザー派遣についてもできる 

限り可能な範囲で対応してまいります。 

 

２）行政からの受託事業 

(１）大阪市 要保護児童対策地域協議会機能強化事業 

2011年より、毎年大阪市から機能強化事業を受託してきました。児童虐待相談件数の増加に伴い、スー 

 パーバイザーの派遣回数、派遣時間は増加傾向にありますが、協会としては今年度も引き続きスーパー 

 バイザー派遣を通して大阪市の要保護児童対策地域協議会の機能強化に取り組んでまいります。 

 

(２）受託研修事業 

① 要保護児童対策調整機関の調整担当者研修 

   要保護児童対策調整機関の調整担当者研修については、担当者の専門性強化の観点から2017年より法  

 定化され、現在に至っていますが、協会は 2026 年度も下記の通り、大阪市・堺市から同研修を受託の

予定です。 

 １ 大阪市の要保護児童対策調整機関の調整担当者研修については、2017年度より受託し、2019年度   

   より機能強化事業の一環として受託しています。2026年度も年1回の研修に、協会の理事、企画・研 

修専門員を派遣し、24区の調整機関の調整担当職員の専門性の向上に取り組みます。 

２ 堺市要保護児童対策調整機関担当者研修として2026年度も受託することとしました。 

 

② 大阪市24区子育て支援室職員に関わる児童福祉司任用前研修の講師派遣  

    2025年度より、大阪市の24区における子育て支援室等の児童福祉担当職員が児童福祉司任用前研修 

を受講することが必要となっていますが、このカリキュラムの概ね2分の１の講義に関わる講師派遣 

について受託することとなりました。 

  2026年度も同様に受託し、講師の派遣を行ってまいります。 

 

③ 大阪市24区における児童福祉担当職員（児童虐待予防担当）に対する児童虐待に関わる基礎講習 



児童虐待対応についての知識・経験がまったくない新任職員及び異動してきた職員に対して、児童虐 

   待及び児童虐待対応、児童虐待予防について基礎的な講座を行います（5講座）。 

 

④ 大阪府保健師虐待予防研修 

2026年度も、例年同様大阪府から同研修を受託の予定です。 

 

⑤  八尾市養育支援訪問事業訪問員養成講座 

    2026年度も、例年同様 八尾市から同研修を受託の予定です。 

 

⑥  泉佐野市子育て世帯訪問事業訪問支援員養成講座 

   2024年度より実施。2026年度も受託の予定です。 

 

３）第29回関係機関懇話会の開催 

2022年度に3年ぶりの関係機関懇話会を持ち、好評を頂き継続開催を望まれる声に答え、アンケート実

施の中で,「こども家庭センター設置に向けて」や「サポートプランについて」をテーマに取り組みまし

た。2026年度もテーマを精査しながら実施したいと考えています。 

 

４）「母子保健と児童虐待を考える会」の運営 

   2025 年度まで、大阪府下の保健師が自主的に集まり、「母子保健と児童虐待を考える会」を開催し、児

童虐待に関わる困難事例の検討・研究を行い、保健師の専門性の向上やネットワークの構築に寄与してき

ました。 

   2026年度より、これまでの取り組み経過を基礎にしつつ、児童虐待防止協会の取り組みと統合し、協会

の主体的事業とする体制をとることといたしました。 

 【活動内容】 

   母子保健分野の保健師・児童福祉分野の保健師・教育分野の保健師その他関連する職種の者を対象に 

年間6回程度の事例検討・研究会を開催します。 

 運営に当たっては、従来考える会をリードしてきたスタッフが、事例の選択、アドバイザーの調整、会 

場の設定、案内チラシ等を継続して担当してまいります。 

 

５）対外活動および民間団体等との連携 

引き続き、厚生労働省の健やか親子２１推進協議会へ参加し、大阪府内の民間団体とのネットワークや 

これまでの全国の民間団体とのネットワークをさらに密なものとしていきます。 

 

 

 



３．「研修・研究事業」 

１）研修会の予定 

（１）Child Abuse研修会開催 

テーマは「共同親権」を取り上げます。 

日本子ども虐待防止学会第 32 回おおさか大会が開催されるため、2026 年度は１回の開催とします。 

（2027年2月27日（土）午後1回の開催予定、講演と3児童相談所からの報告） 

（２）基礎講座  

7講座：開催方法は、集合型とオンデマンド配信を予定しています。 

開催時期：7月11日（土）2講座、 7月18日（土）3講座、 7月25日（土）2講座を予定 

（３）実践講座 : 1講座 「不適切保育について」（仮題）を取り上げます。 

開催時期は、8月29日（土）の予定です。 

（４）特別セミナー（交渉中 ）  

 

２）懇談会の開催  

当協会の理事及び専門分野の関係者に講師を依頼し、懇談会の開催を継続します。 

 

３）子ども虐待に関する基礎的学習動画の作成 

  ・作成する動画の内容として計画している10講座で漏れがないか検討します。 

  ・講師の依頼と動画作成を目指します。 

  ・動画作成と渉外の担当で検討を進めていきます。   

 

 

 

４．「グループケア事業」 

１）虐待防止を目的とするグループケアへの参与 

  大阪府下3市 4機関(3保健センター、1 こども総合支援センター）の要請に応じてスタッフを派遣、 

「大阪方式マザーグループ」等の実践を通してその普及を目指します。 

その他、グループ立ち上げについての相談やグループケア活動に関連する研修の講師、スーパーバイザー

の要請についても対応します。 

 

２）虐待防止を目的とするグループのスタッフ養成支援 

「大阪方式マザーグループ」など、虐待防止を目的とするグループケアを実施するためのスタッフ養成を

支援する取り組みを行い、更なる質的向上を目指します。 

 



５．「子ども支援事業」 

１） フコク生命ＭＵＴＡＬ基金助成事業「子どもたちと考える虐待予防～学校授業参加の取り組み」として、

学校や生徒と協働できる活動をさらに模索し、2025年度に開催した活動とあわせて事業報告を9月に行い

ます。 

２） 高校生・中学生を中心とした個別学習対応の実績を検証し、探究学習、アクティブ・ラーニングの視点

を踏まえて、その内容の充実を図ります。（年１０回程度） 

３） 「学生によるオレンジリボン運動」への協力（大学祭などでの）等、各学校からの要請に対応し、若い

世代の虐待防止への理解・協働を促します。 

４） 1）から3）の活動の充実のため、学習会や研修の開催等、スタッフの研鑽に努めます。 

学生によるオレンジリボン運動」への協力（大学祭などでの）等、各学校からの要請に対応し、若い世

代の虐待防止への理解・協働を促します。 

５） 単年度事業を継続しながら、スタッフ不足もありスタッフ確保策やボランティア受け入れ体制の整備、他

団体とのコラボレーションを視野に入れた今後の事業見直しと中長期的な事業を模索・計画するためのヒア

リング調査や研修等を行います。 

 

 

６．「広報・啓発推進事業」 

１） 新機関誌「ＡＰＣＡレポート」の発行 

2026年度も12月にAPCAレポート第4号を1600部発行します。 

本年度は、大阪市で「日本子ども虐待防止学会」の学術集会（JaSPCAN おおさか大会）が行われるため、 

当協会の活動内容も含め、機関紙を提供していきます。 

 

２） ホームページとFacebook等の活用による情報発信 

ホームページのリニューアルを検討し、より活動を理解しやすく、またページを見られた方より活動への 

寄付金が増えるように図ります。 

その他、Facebook、X、インスタグラムについてもよりきめ細やかな情報発信を行ってまいります。 

 

３） オレンジリボン啓発 

今年度も引き続き、各自治体及び民生・児童委員評議会に働きかけ、オレンジリボンの販売と児童虐待防 

止の啓発に取り組んでまいります。 

そのためリニューアルするホームページにシンボルキャラクターのAPCAをよりアピールしてまいりたい 

と考えています。 

 

４）オレンジウォークキャンペーンの参加 

   2023年度11月の児童虐待防止月間から参加した「オレンジウォークキャンペーン」に引き続き2026 



年度も参加するとともに、SNSなどの活用を広め、オレンジリボン販売の促進、児童虐待防止の啓発、

児童虐待防止協会への支援を呼びかけます。 

 

５）記念フォーラムの開催 

 2026年度も協会の創立記念フォーラムを定時理事会、定時総会の開催の後、同会場で開催します。 

 テーマとしては、「年長児童の居場所の実態と今後の展望」に焦点を当てたものを予定しています。 

2026年度は、「日本こども虐待防止学会」が開催する「学術会議（第32回JaSPCANおおさか大会と共催

し、定員200名規模で開催いたします。 

 

６）事務局との連携 

事務局との連携を進め、1）～5）の他、協会パンフレットやリーフレット類も含め、様々な形態での情

報発信を行い、支援者及び理解者の拡大、活動資金増を目指します。 

 

 

 


